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株主の皆様へ

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

ここに、当社の第83期中間期（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の営業の概

況についてご報告申しあげます。

当中間期の日本経済は、一昨年のITバブル崩壊後の景気下降局面が、年初に漸く底を打

ち、穏やかな回復基調を維持してまいりました。しかしながら同時に経済のデフレ化は、

一層深刻の度合いを強め、年初に産業界が期待した下期へかけてのＶ字型景気回復の可能

性は、ますます遠のいている状況であります。各種景気指標は、何れも景気の先行き不透

明感を反映しており、当面大きな内需の伸びは期待できません。本年10月末に発表された

政府の総合デフレ対策も、経済活性化効果に乏しいと見られており、７月以来１万円割れ

（日経平均）を続けている株価水準は引き続き低落基調を続けています。

一方、海外景気の動向も、米国景気につきましては、企業業績の不振、イラクへの武力

行使懸念等から先行き不透明感が強まる中で、欧州景気も浮揚感には乏しく、日本経済の

外需頼みの景気回復も困難と見られています。

このような環境下、当社グループでは半導体業界・IT業界向けの販売が春先以降回復い

たしましたが、その他の業界では国内の販売状況は依然として低迷が続いた為、内製化推

進と昨年度から行っております外部購入費の削減にさらに注力し、人件費他あらゆる経費

の削減を実施し、経営全般の効率化に全力を挙げてまいりました。この結果、当中間期の

業績は、連結では売上高283億11百万円（前年同期比12.7％減）、経常利益６億57百万円

（前年同期比54.7％減）となり、単体では売上高250億30百万円（前年同期比11.9％減）、経

常利益７億10百万円（前年同期比27.7％減）となりました。中間純利益につきましては、

厚生年金基金代行部分の返上により22億60百万円を特別利益に計上したことにより、連結

では23億56百万円（前年同期比291.6％増）となりましたが、販売子会社の統合による関係

会社整理損を引当てたため、単体では91百万円（前年同期比83.0％減）となりました。

連結の部門別状況としましては、自動機械部門では、液晶用バックライト製造装置の販

売は回復いたしましたが、産業機械ではIT関連産業の長期低迷が続き、また、薬品業界向

け包装機械装置は環境対応による設備更新需要が一巡したことにより、連結売上高は42億



47百万円（前年同期比33.5％減）、営業利益は３億90百万円（前年同期比68.2％減）となり

ました。機器部門では、産業界の設備投資抑制が大きく影響し、国内の販売状況は依然と

して低迷が続いていることにより、大幅な売上減となりました。この結果、連結売上高は

210億62百万円（前年同期比5.9％減）、営業利益は14億40百万円（前年同期比15.2％増）と

なりました。コントロールズ部門では、引き続き不採算機種の整理などを行った結果、当

部門の連結売上高は31億99百万円（前年同期比15.1％減）営業利益は１億77百万円（前年

同期比37.9％減）となりました。

今後の見通しにつきましては、国内経済の回復力の弱さが鮮明になる中で、引き続き株

価や雇用環境の悪化等に伴う個人消費の低迷、民間設備投資の伸び悩みも長期化が予想さ

れ、米国経済の不透明感など景気失速の懸念要因も多く、依然として厳しい状況が続くも

のと思われます。

このような厳しい環境のもと、当社グループといたしましては、国内販売拠点、海外拠

点における経営体質の改善に積極的に取り組み、外部購入費の削減、内製化推進にさらに

注力し、受注の確保および生産性向上に努め、収益性向上に取り組んでまいる所存であり

ます。

通期の業績見通しにつきましては、連結では、売上高580億円（前期比1.9％減）、経常利

益20億円（前期比59.6％増）、当期純利益33億円（前期比157.2％増）、単体では、売上高

520億円（前期比0.3％増）、経常利益18億円（前期比135.3％増）、当期純利益７億円（前期

比143.9％増）を計画しております。

なにとぞ、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

平成14年12月

取締役社長　神　田　草　平
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営業成績および財産の状況の推移（連結）
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（注）連結の売上高、経常利益（損失△）、中間（当期）純利益（損失△）および１株当たり中間（当期）
純利益（損失△）の中間期につきましては、第81期より公表しております。



部門別売上高（連結）

（注）1. 外部顧客に対する売上高を表示しております。
2. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株式の状況

会 社 が 発 行 す る 株 式 の 総 数 233,000,000株

発　行　済　株　式　の　総　数 64,494,915株

資　　　　　　本　　　　　　金 8,943,918,468円

株　　　　　　主　　　　　　数 6,685名

大株主（上位10名）

（平成14年９月30日現在）

株　主　名 持　株　数 持 株 比 率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 7,844 12.16

松 下 電 器 産 業 株 式 会 社 3,882 6.02

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,941 4.56

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,384 3.70

日 本 電 気 株 式 会 社 2,275 3.53

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 1,962 3.04

三井住友海上火災保険株式会社 1,860 2.88

UFJ信託銀行株式会社（信託勘定A口） 1,649 2.56

C K D 持　　株　　会 1,603 2.49

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,539 2.39

千株 ％

（注）住友海上火災保険株式会社は、平成13年10月１日をもって三井海上火災保険株式会社と合併し、三井住友海
上火災保険株式会社となりました。

平成14年度中間期 平成13年度中間期
部　門 前年同期比

金　額 構成比 金　額 構成比
自動機械部門 4,215 百万円 14.9 ％ 6,362 百万円 19.6 ％ 66.3 ％

機　器　部　門 20,914 73.9 22,284 68.8 93.9

コントロールズ部門 3,181 11,2 3,766 11.6 84.5

合　　　　計 28,311 100.0 32,413 100.0 87.3
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中間連結貸借対照表（平成14年９月30日現在）

（資　産　の　部）

流　動　資　産 39,136

現 金 及 び 預 金 5,834

受取手形及び売掛金 19,488

有　　価　　証　　券 48

た な 卸 資 産 11,361

繰 延 税 金 資 産 1,567

そ　　　の　　　他 869

貸　倒　引　当　金 △ 33

固　定　資　産 25,396

有形固定資産 18,684

建 物 及 び 構 築 物 6,451

機械装置及び運搬具 6,062

工 具 器具及び備品 1,105

土　　　　　　　地 4,840

建　設　仮　勘　定 225

無形固定資産 215

連 結 調 整 勘 定 14

そ　　　の　　　他 200

投資その他の資産 6,496

投 資 有 価 証 券 1,845

長 期 貸 付 金 21

繰 延 税 金 資 産 3,934

そ　　　の　　　他 776

貸 倒 引 当 金 △ 82

資　産　合　計 64,533

（負　債　の　部）
流　動　負　債 20,858

支払手形及び買掛金 10,464

短　期　借　入　金 6,218

未　　払　　費　　用 524

未 払 法 人 税 等 136

賞　与　引　当　金 1,772

そ　　　の　　　他 1,741

固　定　負　債 18,655
転　　換　　社　　債 6,598

長　期　借　入　金 4,686

繰 延 税 金 負 債 12

退 職 給 付 引 当 金 6,561

役員退職慰労引当金 102

連 結 調 整 勘 定 17

そ　　　の　　　他 676

負　債　合　計 39,514

少数株主持分 307

（資　本　の　部）
資 本 金 8,943
資 本 剰 余 金 9,729
利 益 剰 余 金 6,649
その他有価証券評価差額金 66
為替換算調整勘定 △ 179
自　己　株　式 △ 498

資　本　合　計 24,711

負債、少数株主持分及び資本合計 64,533

科　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　目 金　　　額

（単位：百万円）

連　結

（注）1. 有形固定資産の減価償却累計額 35,578百万円
2. 保証債務 104百万円
3. 自己株式の数 1,328,708株



中間連結損益計算書（自　平成１４年４月１日　至　平成１４年９月３０日）

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

売　　　上　　　高 28,311
売　　上　　原　　価 20,918
売　　　上　　　総　　　利　　　益 7,393
販売費及び一般管理費 6,633
営　　　　業　　　　利　　　　益 759
営 業 外 収 益 188
受　　　　取　　　　利　　　　息 4
受　　　取　　　配　　　当　　　金 23
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 5
雑　　　　　　　収　　　　　　　入 154
営 業 外 費 用 290
支　　　　払　　　　利　　　　息 152
売　　　　上　　　　割　　　　引 56
為　　　　替　　　　差　　　　損 56
雑　　　　　　　損　　　　　　　失 24
経　　　　常　　　　利　　　　益 657
特 別 利 益 2,378
特 別 損 失 90
税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 2,945
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 124
法 人 税 等 調 整 額 452
少 数 株 主 利 益 11
中　　　間　　　純　　　利　　　益 2,356

（単位：百万円）

連　結

中間連結剰余金計算書（自　平成１４年４月１日　至　平成１４年９月３０日）

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

（資　本　剰　余　金　の　部）
資本剰余金期首残高 9,729
資本剰余金中間期末残高 9,729

（利　益　剰　余　金　の　部）
利益剰余金期首残高 4,608
利 益 剰 余 金 増 加 高 2,356
中　　　間　　　純　　　利　　　益 2,356
利 益 剰 余 金 減 少 高 315
配 　 　 　 　 　 当 　 　 　 　 　 金 285
役 　 員 　 賞 　 与 30

利益剰余金中間期末残高 6,649

（単位：百万円）

（注）1. 特別利益の内訳
固定資産売却益 1百万円
貸倒引当金戻入益 100百万円
厚生年金基金代行部分返上益 2,260百万円
その他 15百万円

2. 特別損失の内訳
固定資産処分損 59百万円
関係会社整理損引当金繰入 22百万円
その他 9百万円
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中間貸借対照表（平成14年９月30日現在）

科　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　目 金　　　額

（単位：百万円）

単　体

（注）1. 有形固定資産の減価償却累計額 33,265百万円
2. 偶発債務

保証債務 227百万円
保証予約 837百万円

3. 自己株式の数 1,328,708株

（資　産　の　部）
流　動　資　産 38,325

現　　金　　預　　金 4,770
受　　取　　手　　形 9,039
売　　　掛　　　金 12,447
有　　価　　証　　券 48
製　　　　　　　　品 634
原　　　材　　　料 7,050
仕　　　掛　　　品 1,633
貯　　　蔵　　　品 115
繰 延 税 金 資 産 1,448
未　　収　　入　　金 798
そ　　　の　　　他 359
貸　倒　引　当　金 △ 21

固　定　資　産 25,800
有形固定資産 16,471
建　　　　　　　　物 5,109
構　　　築　　　物 440
機　　械　　装　　置 5,488
車　両　運　搬　具 2
工 具 器 具 備 品 1,012
土　　　　　　　　地 4,200
建　設　仮　勘　定 216

無形固定資産 153
投資その他の資産 9,176
投 資 有 価 証 券 1,633
関 係 会 社 株 式 2,192
関 係 会 社 出 資 金 88
長　期　貸　付　金 662
繰 延 税 金 資 産 4,163
そ　　　の　　　他 491
貸　倒　引　当　金 △ 55

資　産　合　計 64,125

（負　債　の　部）
流　動　負　債 20,815

支　　払　　手　　形 4,286
買　　　掛　　　金 5,724
短　期　借　入　金 5,089
未　　　払　　　金 735
未　　払　　費　　用 306
未 払 消 費 税 等 189
未 払 法 人 税 等 12
前　　　受　　　金 258
預　　　り　　　金 54
賞　与　引　当　金 1,426
関係会社整理損引当金 2,606
設 備 購入支払手形 126

固　定　負　債 17,156
転　　換　　社　　債 6,598
長　期　借　入　金 4,643
退 職 給 付 引 当 金 5,566
役員退職慰労引当金 102
長　期　預　り　金 245
負　債　合　計 37,971

（資　本　の　部）
資　　本　　金 8,943
資 本 剰 余 金 9,729

資　本　準　備　金 9,729
利 益 剰 余 金 7,927

利　益　準　備　金 1,286
任　意　積　立　金 6,302
中 間 未 処 分 利 益 338

その他有価証券評価差額金 50
自　己　株　式 △ 498

資　本　合　計 26,153
負債・資本合計 64,125



中間損益計算書（自　平成14年４月１日　至　平成14年９月30日）

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

（単位：百万円）

（注）1. 特別利益のうち主なもの
貸倒引当金戻入益 35百万円
厚生年金基金代行部分返上益 2,085百万円

2. 特別損失のうち主なもの
関係会社整理損引当金繰入 2,606百万円
固定資産除却損 51百万円

単　体

（経 常 損 益 の 部）

営 　 業 　 損 　 益

売　　　　　　上　　　　　　高 25,030

売　　　　上　　　　原　　　　価 20,103

売 　 　 上 　 　 総 　 　 利 　 　 益 4,926

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,161

営　　　　業　　　　利　　　　益 765

営 業 外 損 益

営 　 　 業 　 　 外 　 　 収 　 　 益 （ 225）

受 取 利 息 ・ 配 当 金 106

雑 　 　 　 収 　 　 　 入 118

営 　 　 業 　 　 外 　 　 費 　 　 用 （ 280）

支 　 払 　 利 　 息 120

雑 　 　 　 損 　 　 　 失 159

経　　　　常　　　　利　　　　益 710

（特 別 損 益 の 部）

特　　　　別　　　　利　　　　益 2,136

特　　　　別　　　　損　　　　失 2,670

税 引 前 中 間 純 利 益 176

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税 8

法 　 人 　 税 　 等 　 調 　 整 　 額 76

中 　 　 間 　 　 純 　 　 利 　 　 益 91

前 　 期 　 繰 　 越 　 利 　 益 247

中 　 間 　 未 　 処 　 分 　 利 　 益 338
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取締役社長 神　田　草　平

取締役副社長 石　田　正　範

常務取締役 二　見　安　亮

取　締　役 森　　　武　夫

取　締　役 須　藤　良　久

取　締　役 河　野　文　一

取　締　役 本　多　　　清

取　締　役 久　保　正　和

取　締　役 内　村　　　侃

取　締　役 松　本　秀　雄

常勤監査役 田　中　　　忍

常勤監査役 冨　田　春　二

監　査　役 � 橋　正　藏

監　査　役 南　　　莊　郎
（注） 監査役�橋正藏および監査役南　莊郎

の両氏は、「株式会社の監査等に関する
商法の特例に関する法律」第18条第１項
に定める社外監査役であります。

取締役および監査役（平成14年９月30日現在） 会社概要（平成14年９月30日現在)
■設　　立
昭和18年４月２日
■資 本 金
89億4,391万8,468円
■上場市場
東京証券取引所および名古屋証券取引所
市場第一部
■事 業 所
本社・工場
〒485－8551
愛知県小牧市応時２－250
電話（0568）77－1111代表
春日井事業所
〒486－8530
愛知県春日井市堀ノ内町850
電話（0568）81－6221代表
犬山事業所
〒480－0102
愛知県丹羽郡扶桑町大字高雄字南郷356
電話（0587）93－1146代表
四日市事業所
〒512－1303
三重県四日市市小牧町字高山2800
電話（0593）39－2111代表
本社・分室
〒450－0003
名古屋市中村区名駅南２－７－２
（CKD第一ビル）
電話（052）581－3761代表
東京支店
〒101－0047
東京都千代田区内神田３－６－３
（CKD第二ビル）
電話（03）3254－3272代表
名古屋支店
〒450－0003
名古屋市中村区名駅南２－７－２
（CKD第一ビル）
電話（052）581－9851代表
大阪支店
〒542－0073
大阪市中央区日本橋１－17－17
（三井住友銀行日本一ビル）
電話（06）6635－2760代表



CKDグループ（平成14年９月30日現在）
ＣＫＤ東 部 販 売 株 式 会 社 〒330－0038 埼玉県さいたま市宮原町3-429-1（第一清水ビル）

ＣＫＤ東 京 販 売 株 式 会 社 〒101－0047 東京都千代田区内神田3-6-3（CKD第二ビル）

ＣＫＤ中 部 販 売 株 式 会 社 〒450－0003 名古屋市中村区名駅南2-7-2（CKD第一ビル）

ＣＫＤ大 阪 販 売 株 式 会 社 〒542－0073 大阪市中央区日本橋1-17-17（三井住友銀行日本一ビル）

ＣＫＤ西 部 販 売 株 式 会 社 〒734－0023 広島市南区東雲本町3-1-10

ＣＫＤグローバルサービス株式会社 〒485-8551 愛知県小牧市応時2-250

CKD USA CORPORATION（アメリカ） 4080 Winnetka Ave., Rolling Meadows, IL 60008 U.S.A.

CKD SINGAPORE PTE.LTD.（シンガポール） No. 705 Sims Drive #03-01/02 Shun Li Industrial Complex Singapore 387384

M-CKD PRECISION SDN.BHD.（マレーシア） Lot No.6, Jalan Modal 23/2, Seksyen 23, Kaw. MIEL, Fasa 8, 40300 Shah Alam, Selangor Darul Ehsan, Malaysia

CKD THAI CORPORATION LTD.（タイ） Bangpakong Industrial Estate 2, 700/58 Moo 1, Tambol Bankao, Amphur Panthong, Chonburi 20160, Thailand

CKD SALES THAI CORPORATION LTD.（タイ） Suwan Tower 14/1 Soi Saladaeng 1, North Sathorn Rd., Bangrak, Bangkok 10500, Thailand

台湾旭開理股 有限公司（台湾） 中華民国台湾省新竹県竹北市泰和路176號

喜開理（上海）機器有限公司（中国） 中華人民共和国上海市外高橋保税区富特北路129号4棟A部位

無錫喜開理気動工業有限公司（中国） 中華人民共和国江蘇省無錫市清揚南三路

C K D 韓 国 株 式 会 社 （ 韓 国 ） ソウル特別市麻浦区麻浦洞33-1番地　大農ビルディング5階503-1号

株主メモ
決　　　算　　　期 毎年３月31日
利益配当株主確定日 毎年３月31日
中間配当株主確定日 毎年９月30日
定 時 株 主 総 会 毎年６月
公 告 の 方 法 日本経済新聞および中部経済新聞に掲載します。

ただし、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第16条第３項に定める貸
借対照表および損益計算書に係る情報はhttp://www.ckd.co.jp/japanese/ir/bspl.htm
において提供します。

株 式 名 義 書 換 名義書換代理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社
同事務取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵便物送付先
電話照会先
〒183－8701 東京都府中市日鋼町１番10 住友信託銀行株式会社　証券代行部
（住所変更等用紙のご請求） � 0120-175-417
（そ の 他 の ご 照 会） � 0120-176-417
同　取　次　所
住友信託銀行株式会社　全国各支店

( )
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信頼を創る

地球環境を守るため、古紙配合率100％再生紙を使用しております。

ホームページアドレス　http://www.ckd.co.jp/


